
内水面漁業権免許申請要領

１ 免許申請は漁業権ごとに行い、書類は１漁業権につき１部を提出すること。

２ 免許申請の様式は様式(1)～(2)のとおりとし、添付書類は別紙（免許申請書に添付すべ
き書類）によるものとする。

〔注〕漁場計画で定められた免許申請期間中に臨時総会(または総代会)を開催し、その
議事録を添付すること。

３ 免許申請書には、高知県手数料徴収条例第４４条に基づき共同、区画漁業ともに漁業

権１件につき3,700円の県証紙を申請書の正本に添えること。

４ 免許申請は、漁場計画で定められる免許申請期間中に行うこと。

〔注〕申請期間中に免許申請が行われない場合は、漁場計画設定が無効となるので免許

申請期限は厳守すること。

５ 申請書類の規格等

日本工業規格Ａ４とし、横書き左綴じとすること。

６ 第一種共同漁業権または区画漁業権の免許申請をする漁協は、免許申請書と別に漁業

権行使規則認可申請書（様式(3)）を提出しなければならない。
また、第五種共同漁業権の免許申請をする漁協は、免許申請書と別に漁業権行使規則

認可申請書（様式(3)）及び漁業権遊漁規則認可申請書（様式(4)）を提出しなければなら
ない。



（別紙）

免許申請に添付すべき書類

１ 共同漁業の免許申請書に添付すべき書類

ア 漁業権取得に関する総会（または総代会）の議事録の抄本（水協法第50条）
イ 理事の資格を証する書類（組合登記簿の抄本）

ウ 定款

エ 組合員数を証する書類（様式(5)）
オ 第五種共同漁業権にあっては増殖計画書（様式(6)）
カ 漁業法第72条第２項第２号の要件を満たしていることを証する書類（様式７）

キ 漁業生産力の発展に関する計画（漁業法第74条第２項の計画）

ク その他知事が必要とするもの

２ 区画漁業の免許申請書に添付すべき書類

(１) 漁協が免許申請する場合

ア 漁業権取得に関する総会（または総代会）の議事録の抄本（水協法第50条）
イ 理事の資格を証する書類（組合登記簿の抄本）

ウ 定款

エ 漁協が自営しない場合

・新設漁場：漁業法第72条第２項第２号の要件を満たしていることを証する書類

（様式(7)）
・既存漁場：漁業法第72条第２項第1号の要件を満たしていることを証する書類

（様式(8)）
オ 漁協が自営しようとする場合

定款に自営の定めがない場合は、漁協自営に関する組合員（准組合員を含む）の３

分の２以上の書面による同意及び漁協自営に関する総会の議事録の抄本

カ 漁場が河川法、漁港法、港湾法及び港則法の適用区域内にある場合は管理者の公有

水面占用許可書の写し

キ 施設の構造図、配置図（漁場計画申請時から変更のあったとき）

ク 誓約書（様式(11)）

ケ その他知事が必要とするもの

(２) 個人が申請する場合

ア 職歴書（その職に従事した場所を記入すること。）

イ 住民票及び印鑑証明書

ウ 事業計画書（資材計画、資金調達計画、収支予算書）

エ 漁場が河川法、漁港法、港湾法及び港則法の適用区域内にある場合は管理者の公有

水面占用許可書の写し



オ 施設の構造図、配置図（漁場計画申請時から変更のあったとき）

カ 誓約書（様式(11)）

キ その他知事が必要とするもの

(３) 法人（漁業協同組合を除く）が申請する場合

ア 漁業権取得に関する総会（又は総代会）の議事録の抄本（漁業生産組合に限る）

イ 登記簿の抄本

ウ 定款

エ 構成員、組合員、社員又は株主の名簿〔住所（番地まで明記）を記入のこと。〕

職業及び出資状況

オ 事業歴及び役員の履歴書

カ 事業計画書（資材計画、資金調達計画、収支予算書）

キ 定款に自営の定めがない場合は、漁協自営に関する組合員（准組合員を含む）の３

分の２以上の書面による同意及び漁協自営に関する総会の議事録の抄本（漁業生産組

合に限る）

ク 漁場が河川法、漁港法、港湾法及び港則法の適用区域内にある場合は管理者の公有

水面占用許可書の写し

ケ 施設の構造図、配置図（漁場計画申請時から変更のあったとき）

コ 誓約書（様式(11)）

サ その他知事が必要とするもの

３ 共同申請をする場合

共同申請をする場合は上記書類のほか、次の書類を必要とする。

ア 共同申請をする理由

イ 代表者選定届（様式(9)）
ウ 共同経営に関する契約書

（議決権、出資額及び代表者の権限の範囲、漁業権の持分等を明記すること）

〔注〕同一申請者が複数の申請を同時に行う場合には、共通する書類を省略できる。た

だし、その場合は申請書の添付書類一覧に例えば「内共第○○号の申請書に添付」

のように、省略した書類の所在を明記しておくこと。


